
『相続税ハンドブック』お詫びと訂正 

標記の書籍に誤りがございました。次のとおり訂正し、関係各位にご迷惑をおかけしましたこと深くお詫び申し

上げます。 

該当箇所 正 誤 

39 頁 

(3) 重加算税の

記述中 

② 重加算税の税額（通法 68①②） 

 イ 過少申告加算税に代えて課される場合 

   納付すべき税額×35％※  

 ロ 無申告加算税に代えて課される場合 

   納付すべき税額×40％※  

② 重加算税の税額（通法 68①②） 

 イ 無申告加算税に代えて課される場合 

   納付すべき税額×35％※  

 ロ 過少申告加算税に代えて課される場合 

   納付すべき税額×40％※  
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19 小規模宅地

等についての相

続税の課税価格

の計算の特例の 

２ 適用要件等

の表中 

 

区分 適用要件 限度面積 減額割合 

 ① 

特定事業 

用宅地等 

本文のとおり 400 ㎡ 80% 

② 

特定同族 

会社事業 

用宅地等 

本文のとおり 400 ㎡ 80% 

③ 

特定居住 

用宅地等 

本文のとおり 330 ㎡ 80% 

④ 

貸付事業 

用宅地等 

本文のとおり 200 ㎡ 50% 
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④ 

貸付事業 

用宅地等 

本文のとおり 200 ㎡ 50% 

中央経済社 


